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直接に雇用関係を結ばない者どうしが，片や使用者として，片や労働者として向き合い，何
らかの業務を遂行していると思われる事例が，近年目につくようになってきた。この種の関係、
は日本では従来から建設産業で見られたし，施行後すでに10年以上を経た労働者派遣法もこの
ような労働のあり方をいくつかの業種について合法化するものだったから，とりたてて新しい
現象と呼ぶには及ばないかも知れない。しかしながら，雇用関係の外部で遂行される労働，す
なわち請負契約や労働者派遣契約のもとで遂行される労働を，ただ単に近代的労使関係の例外
的事象と見なしていたのでは，理論的には「労働者J 概念を狭く解することにつながりかねな
いし，政策的には各種の労働政策の視野の外におかれながら雇用労働者よりも不安定な立場に
いる就業者を放置することになりかねない。
ところで日本では従来，例えば労働災害のような事例については，一見独立自営のように見
える就業者についても，その発注者に使用される労働者のように見なすかたちで労働政策の体
系へ組み込もうと企図する判例が下級審でいくつか積み重ねられてきていた。これに対し一昨
年の最高裁判決で，その労働者性について限定的に解釈する判決が下されたため，今後同様の
事例については労働者性を拡大解釈して労働政策体系のもとで救済するという道は閉ざされる
ことになったという。すなわち，労働者とも事業者ともつかぬ就業形態が多様化している今日
において，労働政策はむしろ従来型の長期安定雇用労働者に対象を限定する方へ動いているか
のように見える。こうした問題意識から私は，平成 9 年度及ぴ10年度文部省科学研究費補助金
( 1 ) 鎌田耕一「いわゆる傭車運転手の労災保険法上の労働者性が否定された事例一一横浜南労基署
事件・最高裁第一小法廷の研究J (r労働法律旬報j 1422号， 1997年12月 25 臼号)参照。
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を受けた「契約労働に関する法的・経済学的研究」の共同研究者として，実態調査と文献研究
を進めているところである。
この研究の途上で，英米における自営的就業 (self-employment) に関する文献をいくつか調
査してみると，状況や問題意識について今日の日本と似通っていると思われるところがあり，
それらの経験を踏まえて日本の現状を認識することにはやはり有益な点もあると考えるに至っ
た。ところが，いずれまとめる予定の調査報告においてこれらの文献を取り上げる場合には，
その背景や視角の違いまで含めることは文脈上最低限しかできず，あまり長大な注を付けると
いうわけにもいかない。そこで本稿において，それらの文献に表れる分析視角や問題意識を抄
訳のかたちでひとまずまとめておくことにした。
I 合衆国における人口統計上の特徴づけ
第二次世界大戦から近年に至る 50年あまりの期間に，自営的就業者が人口統計上どのような
位置を占めてきたかについては，合衆国に関する分析としてブレッガーの論考， I合衆国におけ
る自営的就業の計測」がある。この論考で述べられているのは，現在合衆国の就業人口中11人
に 1 人という比率を占めている自営的就業者を統計上いかに区分して計測してきたかというこ
とのほかに，それら自営的就業者が年齢構成などの点でどのような特徴を示しているかという
ことである。まず，就業者数に関しては次のような言及がある。
今日の合衆国において自営的就業は以前ほどには就業の大きな部分を占めていない。就
業人口が増加したにもかかわらず， 1994年の自営的就業者総数は， 1940年代後半よりも少
ない。
このように言うと合衆国の自営的就業者数の漸減あるいは横這い傾向を連想されそうだが，
同国非農業分野の自営的就業者数は1967年の517万人から増勢に転じ， 1994年には900万人を数
えるに至っている。ブレッガーのこの論考では例えば法人格をもっ自営的就業についての質問
項目を設けたことで該当者数が増加したと考えられるなどの指摘があるが，このような増加を
めぐる自営的就業の内実の変化については推測のかたちですら言及していない。そこで次に，
彼の論考が現状の自営的京尤業者数についてどのような特徴づけをしているか引用するが，そこ
に提示されている表を表 1 として示しておいた。
( 2 ) 主たる研究者:鎌田耕一(釧路公立大学経済学部教授)，その他の共同研究者:小路行彦(同助
教授) ，白井邦彦(同講師)。
( 3) John E. Bregger,“Measuring self-employment in the United States" , Monthly Labor 
Reviω ， Vol. 119 , No.1 and 2, JanuaryjFebruary 1996 , pp. 3-9. 
(4) Ibid. , p. 4. 
(5) Ibid. , p. .‘Table l' による。
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表 1 合衆国における自営的就業(特性別. 1994年平均)
[単位千人]
人 数 全就業者中の比率
区 分
計 男 女 計 男 女
年 齢
言十 -・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.・・...... 10.648 6.756 3.891 8. 7 10.2 6. 9 
16-19 ........................・・.... 193 116 78 3. 1 3. 7 2. 6 
20-24 -・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・......... 322 207 116 2. 5 3. 1 1.9 
25-34 .............................. 2.010 1. 232 778 6. 2 6. 9 5. 3 
35-44 -・・....・・・・・.................. 3. 107 1. 977 1. 130 9. 2 10.9 7. 3 
45-54 -・・・・・..・・・・・・・・・・・・.......... 2.460 1. 532 927 10.5 12.3 8. 5 
55-64 .............................. 1. 599 1. 040 560 14.2 16.9 11. 0 
65歳以上 ........................... 956 654 303 26. 0 31. 3 19.0 
産 業
農業 -・・・・・・・・・・・・・................... 1.645 1. 197 448 48. 3 46. 9 52.4 
非農業 -・・・・・・....................... 9. 003 5.560 3.443 7. 5 8. 7 6. 2 
鉱業 -・・・.......................... 13 12 1.9 2. 1 1.0 
建設業 -・・・・・・・・・・・・・・............ 1.506 1. 397 109 20. 1 20. 6 15.2 
製造業 ...................・....... 426 278 149 2. 1 2. 0 2.3 
運送及び公益事業 -・・・・・・・・... 385 327 58 4. 4 5.3 
卸売業 .........................・ー 345 276 69 7. 3 8. 2 5. 1 
小売業 .............. 1. 561 786 775 7. 4 7. 7 7. 2 
金融・保険・不動産業 ... 625 402 223 7.7 12.0 4. 6 
サービス業 ..........・・......... 4. 142 2. 082 2. 060 9.6 12. 7 7. 8 
従業上の地位
経営者 -・・・・・・・.......ー・・・・・・・・・・・... 1. 600 1. 105 495 9. 8 1. 9 7. 1 
専門職 -・・・・・・・・・・・・ー................ 1. 506 906 600 8. 6 10.9 6. 5 
技能職 -・・・・・・・・・・・・・・............... 92 6 26 2. 4 3. 6 1.3 
営業職 .............................. 1.807 1. 091 716 12.2 14.5 9. 8 
事務管理 480 45 435 2. 6 1. 1 3.0 
サービス職種 .......冒............. 1. 178 207 971 7. 0 3. 0 9. 6 
手工芸及び修理 .......・・・........ 1. 739 1. 608 131 12.9 13. 1 10.5 
運転操作・作業員職種 ..... 639 508 131 3. 6 3. 8 3. 0 
農作業及び関連職種 ...... 1.606 1. 220 386 4. 3 41. 7 5. 1 
フルタイム・ノfートタイム別
フルタイム就業者 -・・・・・・・・・・.... 7. 680 5. 531 2. 149 7. 7 9. 4 5. 2 
ノ fートタイム就業者 ...... 2. 968 1. 226 1. 742 12. 7 16. 1 11. 1 
出所) John E. Bregger. op. cit. p.7. 
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おそらくこの表で最も興味深いところは，各グループについて全就業者に対する自営的
就業者の比率を示している欄だろう。ここに見いだされるのは，例えば自営的就業が年齢
が上がるにつれて当たり前になってゆくということだ。 65歳以上の全就業者のうち約 4 分
の 1 が自営的就業者である。この結果は一つには年齢に起因するもので，彼らの職歴の開
始時点には今より自営的就業が多かったためであり，もう一つは，退職後の「第二の勤めJ
として自営的就業に従事する者がいるためだ。加えて，以前には「サイドビジネス」だ、っ
た(そのため，二重の就業に関する計測調査の場合を除いてそれ自体は勘定きれなかった)
ものが，当人が賃金または俸給を受けていた職場から退職することによって，主たる就業
形態となったという場合もある。最後の要因として，若年労働者は自営的就業者になりに
くいということがあり，これは商売を自前で始めるのに必要な技能や，それだけではなく
財政的資源を欠いていることが多いためだ。
実数からすると，自営的就業の事例が最も多いのは中堅の人々 (35-44歳)及び，多種
多様なサービス産業に従事する人々である。産業別に見れば，想像されるとおり，農業，
建設業，小売業のうちのかなりの人数が自営的就業者となる。従業上の地位別に見た場合
には自営的就業はずっと多様なあり方をしており，突出するグループはない。もっとも，
農業を従業上の地位からとらえた農作業及び関連業務のグループが多いのは当然のことだ。
この他特徴的な点として，自営的就業者は賃金及ぴ俸給労働者に比べてパートタイムが多
い反面，自営的就業者だけをとって見ればフルタイムで働く者が多い。
1 合衆国における自営的就業の社会的特徴
基本的な人口統計をふまえたところで，自営的就業に関する研究の方途は多岐に分かれるよ
うに思われる。まず，人口統計の背後にある社会的要因を勘案し，あわせてその時代における
総体としての経済構造の変動や労働市場の変容に結びつけようとするものであり，次に，人口
統計に現れる個々の産業の特質と変化を立ち入って考察し，これによって自営的就業を産業ご
とに特徴づけようとするものである。そのほか，移民の人種的構成を軸に自営的就業を分析す
るもの，さらに， とりわけ低所得の自営的就業者の内実を追跡するものなどがある。また，少
レ性格を異にするものとして，低所得者層の自立支援フ。ログラムの一環として自営的就業を活
用しようとする政策指向の文脈も存在する。
ここで紹介するアロンソンの『セルフエンプロイメント一一労働市場のー視角一一』は，最
初に挙げた部類に属するものだ。広範な指標をもとに自営的就業の実像に迫ろうとするものだ
が，必ずしも取り上げている指標すべてについて掘り下げた展開がなされているわけではない。
( 6) Ibid. , p. 7. 
(7) Robert L. Aronson , Self-Employment--A Labor Market Per.ゆective ， ILR Press , Ithaca , 
1991. 
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そのため「この点については今後の研究が待たれる J といった調子の結語がしばしば出てくる
ものの，問題提起の幅という点だけでも参照に値する。そのなかで女性の自営的就業の増加に
力点を置いているが，この点はブレッガーの論考では言及されていない自営的就業の内実のー
要素だろう。
ここ数十年の間，非農業の自営的就業の増加は女性によって主導された。(中略)女性の
自営的就業への流入がひときわ増加したのは1970年代中盤以降である。
科学技術の革新，なかでも電子的コミュニケーションと事務や秘書の業務のコンビュー
タ化によって，学齢期の子どもをもっ女性は例えば家庭で仕事をしながらも業務に関連す
る支出，すなわち交通費や衣料費や保育料などを削減できるようになった。このようなこ
とも寄与して，彼女たちは自営的就業の途を選ぶようになったのだろう。その場合には，
税引後の純所得は実際の金額で見て給与所得を上回ってもおかしくない。
女性の通年型の自営的就業者は，同じ産業及ぴ就業上の地位にある女性の俸給労働者に
比べて，長時間働く割にはかなり収入が少ない。
すなわち，女性の自営的就業者の就業条件が，男性の自営的就業者と比較しても女性の雇用
労働者と比較しても悪い場合があるといつことであるが，諸外国と比較しても合衆国における
(11) 
条件の悪さはまだ完全に説明できないという。
ところで，女性と男性の差異も合め，自営的就業者の報酬にかなりの聞きがある理由につい
ては，次のような指摘がある。
製品市場を考慮に入れると，自営的就業における労働需要をめぐる複雑さはますます深
まる。もし自営的就業の事業者のかかわる市場が，どの供給者による製品も同質であるよ
うな市場であれば，その事業者はプライス・テーカーとなることだろう。すなわち，価格
は単位コストの総計の平均を反映するほかはなくなるだろう。(中略)ほとんどの場合，建
設業におけるように，職能及ぴ対人サービスによって供給されているサービスや製品は同
質でない。個人タクシーやyゲソリンスタンドや理髪店や美容室は，なるほど同質の製品が
供給されているケースに類似することもままあるだろっが，これらのケースにあっても実
( 8) Ibid. , p. 4. 
( 9) Ibid. , p. 71. 
(10) Ibid. , p. 74. 
(11) Ibid. , p. 76. 
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際上か想像上かは別として製品の多様性にはかなりのものがある。(中略)自営的就業には
不完全な競争市場の特質があるために，自営的就業者の収入が賃金及ぴ俸給労働者の収入
よりもはるかに多様な階層に広がると言えるだろう。
ここでは，製品，というか提供されるサービスの相場が確定していない市場を自営的就業者
の主たる活動領域と想定している。ところがこれは逆に言うと，相場の確定しているような同
質のサービスがやはり自営的就業によって供給される場合には，そこでの自営的就業者は値付
けの自由のない「プライス・テーカーJ となるということである。本稿の冒頭に挙げたような
傭車運転手を例に取れば，時間と距離に関する事実上の制約と運送料金の相場とによって，値
付けの自由の幅は非常に狭いといえよう。
11 イギリス建設産業における契約的就業
前節の最後で触れたような値付けの自由の有無も含め，事業主と見なせるほどの裁量の自由
のない自営的就業については，建設産業をめぐる「名目的な自営的就業J を問題視する議論が
従来からイギリスにある。こうした問題意識も含め，サッチャ一政権下の1980年代から大きく
注目され始めた自営的就業を概観した論考が，本節で取り上げるパーチの「英国建設産業にお
ける契約労街j である。この論考は現状に関する衝撃的な見通しから始まるが，自営的就業と
その背後にある産業の問題は，日本の建設産業をめぐる問題と似通っている部分が多い。
このままゆけば， 10年そこそこでイギリスの建設産業には雇用者が全くいなくなるだろ
フ。
1968年に一つの政府委員会がいわゆる「名目的な自営的就業J に取り組んだ。このフェ
ルプス・ブラウン委員会は，労働者が純粋に自己の裁量に基づいて営業を行っている場合
については容認する一方，自営的就業の新たな偽装的形態については批判した。この偽装
的形態が生じたのは，労働者が自営的就業者向け税制からくる税制上の有利さを選択する
ためでもあり，企業が「雇用関係に根ざす負担」を回避するためでもある。
同委員会が労務請負に関して下した評価のおかげで，名目的な自営的就業に関する同委
(12) Ibid. , p. 122. 
(13) Julian Birch,“Contract labour in the British construction industory" , Labour Education , 
Nos. 106/107, Contract labour: Looking at おsues--Nine countηI cases-一一， Intemational 
Labour Office , Geneva , 1997 , pp. 69-77. 
(14) Ibid. , p.69. 
(15) Ibid. , p.69. 
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員会の提案も暖昧なものになりがちとなった。同委員会は「法的規制は必要だJ と結論づ
けながら，自営的就業の登録制については，名目的な自営的就業を合法化しかねないと拒
否したのだ。その代わり，雇用主の登録制を打ち出し，純粋に自己の裁量に基づいて営業
しているとわかるような自営的就業者は，すべてここに包含されることになるとしてい
(16) 
た。
同委員会が行った次のような警告は，図らずも実際には予言となった。すなわち， r我々
の注目してきた破壊的な傾向についていえば， もし最近の建築業における自営的就業の増
加がさらに進行して産業内の現業労働者がほとんど自営的就業者となるとすると，そうし
た傾向は表面化することになろう。しかも，すでに自営的就業に従事している者と同じよ
うにして今後自営的就業者になる可能性のある者は多いのだ。 J
1979年に政権の座についた保守党政権のもとで，労働市場規制は着々と弱められて， r企
業文化」というひとつのイデオロギーが展開された。この企業文化にあって自営的就業は，
新しくまた柔軟さや活発さの増した労働市場における中心的な役割を担うことになった。
政府の施策であった企業容認策は，人々が失業給付待ちの列から離れて自営的就業へ向か
うのを促すために創設されたものである。自営的就業者の数は1979年の190万人から 1990年
には340万人へと 75%増加した。この新法は建設産業に大きな影響を与えたのだが，それは
建設産業で自営的就業が国内全産業の平均にも増して増加したからである。すなわち，雇
用省の統計によると 1979年から 1990年の間に34万 3 千人から71万 8 千人へと 109%増加し
たのだ。自営的就業者に占める建設産業従事者の比率は18%から 21%へ増加した一方で、，
雇用者に占める建設産業従事者の比率は1990年でも 4.3%にすぎなかった。
この論考は自営的就業者の増加傾向とその背景について上記のように端的に指摘している。
その増加傾向と裏腹の不安定性に関する指摘は次の通りだ。
注意すべき重要なことは， 1980年代における自営的就業の大幅な増加のうちかなりの部
分が，自営的就業の方が金銭上得策だと考えた雇用者によって生み出されたということで
ある。ところが， 1990年代の逸話として実証されているところによると，まず不況になっ
たことで自営的就業者は自分たちの身分が実際にはどのよっに不安定なものかということ
に気づいた。さらにその不況によって，ほかの雇用者までも自営的就業へと駆り立てられ
(16) Ibid. , p.70. 
(17) Ibid. , p. 70. 
(18) Ibid. , p. 71. 
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るに至った。というのも企業がそうした就業形態を財務上の問題から脱却する方策と見な
したためだ。
そうした不安定性を準備する過程として， 1970年代のイギリスにおける建設投資の減少に対
する大手請負業者の対応が挙げられている。
大手請負業者にすれば，このことは大きな問題を投げかけるもので，請負システムの論
理が再び自己主張することになった。 1970年代及び1980年代前半を通じて，請負は運転資
本のフレキシビリティを最大限に維持する戦略の主要部分となったのである。それは下請
・負業者や自営的就業者へリスクを転嫁するということだった。
この局面で同国の建設産業に導入された手法は，日本でも一時「コンストラクション・マネ
ジメント J として取りざたされたものであるが，その点についての指摘は次のようなものだ。
1960年代以後，請負業者と発注者は新しいシステムの請負代金に目を向け始めた。それ
は請負業者が発注者のためにプロジェクトを運営管理し，下請負業者を実際の業務の遂行
に当たらせ，建設コストの何パーセントかの代金を受け取るというものだ。その眼目は建
設のスピードにあった。(中略)
マネジメント(運営管理)請負は1980年代の不況の早い段階で実際に軌道に乗っていた
のだが，それによって請負業者は自らが直接雇用していた労働者を整理せざるを得なくな
った。業務量がいったん増大しても請負業者は「下請負業者を運営管理のもとに置き続け
る方を選ぴ，直接雇用のリスクを引き受けよフとはしなかった。言い換えると，専門性が
高まったことで，たいていの場合，現場で専門的な熟練労働が必要とされるのは短期間に
すぎなくなったのである。 J (中略)
理論上，このマネジメント請負はイギリス建設産業の生産性をずっと向上させていても
よさそうなものだ。 1980年代の景気の絶項期に主張されつつあったところによると，イギ
リスの建設は実質的にその業績を改善してきているということだった。実際のところは，
1987年から 1990年にかけての生産性の指標に基づく 1991年の研究によると，西ドイツを100
としてフランスが69，イタリアが55，イギリスは49だった。
マネジメント請負には裏面もあった。紛争や暇庇や遅滞のつきまとうプロジェクトがあ
まりに多く， 1980年代後半にはそうしたシステム全体が疑問視されるようになったのであ
る。多くの下請負業者が身をもって知ったのは， r下請たたき j が大手請負業者の収益づく
(19) Ibid. , p. 71. 
(20) Ibid. , p. 72. 
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りの主な手段となったこと，また，支払い繰り延べのような手法が，契約文書にある入金
時払いの文言(これは元請業者が支払いを受けて初めて下請負業者が支払いを受けるとい
うことである)に後押しされて，建設業界の本質になってきたということだ。
このように請負関係が重層化すると技能労働力の養成が滞りがちになるというのは日本の経
験から見ても言えることだが，次のように類似の指摘が見られる。
状況から判断して自営的就業は，訓練及び、技能の水準と質の両面でイギリスの危機の一
大要因となっている。大手請負業者が1960年代に主張していたのは，訓練の水準が作業負
荷と結び、ついているということだ、った。ところがあるリポートの示すところによると「訓
練を受けた人々の数の不足が1980年代を通じて深刻になり悪化した」のであり，この時期
は作業負荷の増大した時期である。建設産業訓練委員会に登録される訓練生の比率は，直
用労働者の8.5人に 1 人で変化がなかったが，自営的就業者を含めるとその比率は1977年か
ら 1988年の間に 1 : 14.7 から 1 : 20.4 へと下落している。
イギリスにおける訓練の問題は，訓練生の数に関連するだけではない。状況から見て，
実行されている訓練すら悪しき種類の訓練であり，ここでもまた労務請負と自営的就業が
大きな要因なのだ。(中略)
訓練の水準と質に関するこの二重の問題は，建設産業にとって厳しい意味あいを持って
いる。例えば，修繕及ぴ維持の工事は1974年に全件数中24.8%だったものが1990年に
は37.5%に増加したが，要求される業務の範囲に対処するには幅広い技能が必要とされる
業種だ。また，最近の建築工事においては新しいテクノロジーの重要性が高まっているの
で，就業者はその利用について訓練されている必要がある。ところが，新しい訓練生なら
ば新たな技能を教わる可能性もあるものの，かなりの部分が自営的に就業している現有の
労働力をいかに再訓練するかという問題が残ることになろう。つまり問題は，狭い領域の
業務に特化した下請負業者のもとで就業することによる「技能のわなj に陥っている労働
力が多いということである。
また，自営的就業者の安全衛生にまつわる社会保障制度上の「安全ネットのほころび」につ
いての指摘は次の通りである。
(21) Ibid. , p. 72. 
(22) Ibid. , p.72. 
(23) Ibid. , p. 73. 
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1993年 5 月，社会保険庁副長官のニコラス・スコットが下院あての答弁書で述べたとこ
ろによると，政府はある専門委員会の答申を受け入れないことになった。その答申は，建
設業及び農業における自営的就業者を労働災害の体系に組み入れるべきだとする初めての
ものだ、った。この決定により何十万という自営的就業者にとって今後とも，職場で重い障
害を負ったり石綿肺のような職業病にかかったりしても直接の雇用者より給付が少ないと
いう状態が続くことになる。同長官の主張は， 1940年代にイギリスの近代的システムが確
立されて以来とられてきた一連の社会保障政策上の決定事項と軌をーにするもので，そこ
での見解はといえば，自営的就業者は「自前の就業についてその範囲と履行を決定する地
位にいる」のだった。
IV ブラウン・リポートの問題提起
最後に，前節で取り上げた論考でも参照されていた「ブラウン・リポート J のなかから，現
在につながる問題意識を拾うこととしたい。 30年前のイギリス建設労働を扱うものだけに，現
在のイギリスとも違う労働組合の活動状況なども背景にあるが，その下請負のあり方まで視野
に納めている点で非常に包括的である。まず，基本的な確認事項として労務請負を 4 つに区分
している部分を見ておきたい。
(a) 多様なあり方のうちのひとつの極にあるのは，下請負業者がひとつの企業，それもた
いていの場合有限会社となっているものだ。これらはどのような場合も自前の営業拠点を
もち，それなりの評価を受けながら継続的な業務を行っている。ここでは，その経営者あ
るいは会社は雇用主としての責任をすべて引き受けており，その企業の労働者は雇用契約
によって使用されている。このタイプの企業は， r材工共」請負に従事することもあれば，
f労務J 請負に従事することもある。すでに述べたように， r労務」請負の確固たる地位を
築いていた企業が「材工共J 請負へと移行したがることがあるが，これはもっぱら，後者
の場合に材料価格についても利益が得られるからだ。また一方で， r材工共J 請負に従事す
る企業が「労務j 請負へと転化せざるを得なくなるとすればそれは信用収縮の場合，すな
わち銀行がその企業の材料費をもはや喜んで貸し付けなくなっている場合である。
(b) 法的に見るとこの第 1 の業態に近いものの，それらに比べて構造も簡略で、規模も一般
に小さいのが， リーダーや親方に率いられる作業集団だ。このリーダーあるいは親方は，
(24) lbid. , p. 75. 
(25) First Secretary of State and Secretary of State for Employment and Productivity and 
出e Minister of Public Building and Works , Rゅort 01 the Committee 01 lnquiry under 
Prolessor E. H. PhelPs Broωon into Certain M atters concerni昭 Labour in Building and 
Civil Engineering, Her Majestry's Stationery Office , London , 1968. 
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少なくともある程度の時間は作業集団と共に労働することがあるが，彼自身は下請負契約
の当事者でもあり，他のメンバーに対して契約済みの条件で支払いを行うほか，彼らに対
する雇用主の責任も引き受ける。(中略)
(c) 第三の業態として，やはり作業集団ではありながら，そのメンバーがすべて自営的に
就業しているもの。(中略)
(d) 他方の極にあるのが，自らの契約を自分で行う自営的就業者である。(中略)
明らかに言えるのは，このタイプの労務下請が前の 3 例とは根本的に異なるということ
だ。というのも，この就業者は 1 人なのであり，たとえ形式上は彼が下請負業者であると
しても，ひとつの労働者集団が充てられるような組織上の構成要素を提供するわけではな
く，実際には賃金労働者がひとり雇用されるのと区別がつかないようなかたちで使用され
ることカ斗まとんどだからである。
ここで，日本ではあまり取りざたされない議論である組合との関連について見ておこう。労
働組合という要素を度外視すれば，雇用水準の高さが労務請負の拡大と相関的にとらえられる
よりもむしろ，それとは逆に雇用水準と労務請負が拾抗する関係にあるように見えるところだ。
結局，諸外国の実例からも意を強くして言えることだが，労務請負の拡大を促している
のは雇用水準の高さである。この場合，労働者が労働組合に入らずに済ませようとしがち
になるということもあろう。従って，未組織ということと，労務請負の拡大とは，同じ原
因の二つの結果であると見ることもできるし，直接関連することと見ることもできる。労
働組合は労務請負に反対してきたが，それは雇用の期間や条件に対する集団的な規制力を
なし崩しにしてしまうからである。
続いて，自営的就業に関してもこの論考は 3 つに区分している。
自営的就業者の多くが従事しているのはおそらく，改造・修繕・維持の工事であり，そ
の発注者はおそらくたいてい地元の住宅所有者と小企業であろう。彼らはふつう，事務所
あるいは店と作業場を持っている。彼らはその工事を配管工や電気工のように独立して行
ったり，家族単位その他の小集団で、行ったりする場合もあろうし， 1 人か 2 人の者を雇う
場合もあろう。自分の行う工事の中に，元請業者と下請契約を結んで行う工事がある者も
いよう。(中略)
この自営的就業者群のように，雇用主である場合もない場合もある者のほかに，建設業
(26) Ibid. , pp. 108-109. 
(27) Ibid. , p. 119. 
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の自営的就業者として公式的に含まれるのは，自らも雇用主であるような者すべてである。
彼らはこの産業のどのような部門にも従事しており，労務請負業者であって労働者に対す
る通常の使用者責任を負っているような場合もその一つだ。
上記の 2 つのタイプについては，自前の営業を行っていると見なすことができる。とい
うのも，彼らには何らかの確固たる地位，すなわち銀行取引のようなものがあるし，使用
者責任を負ったり損益に関する自らのリスクを負ったりしているからだ。ところで，建設
産業における上記以外の自営的就業者は，通常の形態で雇用されている労働者と閉じよう
に現場で仕事をする。彼らは小集団で働く者と個人で働く者に区分してよいだ、ろう。自営
的就業者の小集団は，非公式の協力関係と見なしてよしその関係のもとで自分たちの業
務を指揮する者もいる。その一方に， 1 人の指導的な労働者，すなわち機能の上では 1 人
の雇用主となる労働者に導かれて，そのもとで自営的就業者の隊列を組んで仕事をする者
もいる。このようなわけで彼らは個人で働く自営的就業者の大きな部分を占める。これら
の小集団や個々人には多数の専門技能者が含まれており，少なくともいくつかの地方では
長らく自営業者として受け入れられてきた。それらは舗装工，配管工，それにタイル工な
どだ。それ以外には，より大きな現場や一般職種に従事する者がいるが，彼らにはそんな
ふうに依拠できる伝統はない。
この区分をふまえて，自営的就業の「独立性」が議論される。
社会保険，税，安全衛生，その他ほとんどの法律制定のために，何によって雇用と自営
的就業との違いが決められているかといフと，それはコモン・ローの区分による。これは，
サービスすなわち契約なのか，それとも諸々のサービスについての契約なのかという区分
である。(中略)ここでは次のようなことが言える。伝統的な指標によると，ある者がサー
ビスすなわち契約という形態のもとで就業しているかどうかは，報酬の支払い主がその者
の就業のあり方について規制力を行使しているかどうかによる。そこで，この規制力とい
う要素が欠けている場合には，就業に対する報酬は諸々のサービスについての契約のもと
で支払われるものと見なされてきたし，就業者の方も， 1 人の独立した請負人と，つまり
個人的な自営的就業者と見なされてきたわけだ。近年になって規制力以外の尺度も勘案さ
れるようになっているが，基本的にいって裁判所がある特定のケースについて結論を下す
場合に参照するのは，そのケースのあらゆる事実とともに，その事実の示す就業者の依存
あるいは独立の度合いである。
建設産業のかかえる諸条件は，多くの就業者を，雇用についての現行の定義が引き起こ
(28) Ibid. , pp.139-140. 
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す疑問の周縁へと導くものだ。この産業はその業務過程の特質上，おおよそほとんど場合，
雇用主と雇用者の関係の定義に用いられる特徴を部分的にしか示さない。その定義の一つ
に，雇用主は使用人を指揮して課業につかせ，その遂行方法について規制力を行使する，
というものがあるが，これは次のような根拠に基づいている。まず，課業が特定の機械装
置に対応した種類のものであること。あるいは，そうした課業が継続的に遂行される過程
のなかにあり，同ーの原材料に基づきながら，協業体制を構成する多様な就業者によって
担われるということ。また，同ーの就業者がひとつの課業から別の課業へと頻繁に移動さ
せられざるを得ないということ。ところが一方で、建設産業の場合には，伝統的に取引され
る課業はほとんどの企業のもとで同一で、あり，就業者が現場に到着してからそれら企業の
もとで研修する必要はない。しかも，ある就業者あるいは就業者群は一つの原材料に関し
てあらゆる作業を遂行することを任せられている。第二の特徴として，雇用の多くの場合
には使用者が機材を十分に提供しており，これのみによって仕事ができるが，伝統的な建
設産業のほとんどの仕事で使用が要求されるのは簡単な工具類だけであって，それも就業
者が所有し持ち歩いているものだ。加えて，最も一般的な雇用のあり方を見ると，就業者
が 1 人の，そして唯一の雇用主のもとに長期間とどまる。建設産業の就業者も多くがその
ように行動するのだが，そうでない者もいて， とりわけある種の専門技能者の場合には仕
事の特質からいって，今はこの企業のもとで働き今はあの企業のもとで働くというように，
独立性を帯びてくる。この独立性は，自己の計算のもとに営業を行う者が，多数の発注者
にサービスを提供することによって生み出されるものだ。
上記の末尾の指摘は重要で、ある。近年日本で目立つ自営的就業者には，単一の発注者に従属
している例も多いが，これを事業主でないと言い切る議論はあまり見られない。最後に，契約
の終了をめぐる不安定性についての指摘を見ておこう。これも日本で議論されているのと似通
ったことで、ある。
ある建設就業者が雇用者であれ自営的就業者であれ，業務の管理面では彼と経営側との
関係には実質的にほとんど違いがないた、ろう。ところがこの 2 つのケースの契約形態の違
いによって，契約の終了のしかたには違いが出てくるというのが本当のところだ。ある者
が通常のかたちで雇用されている場合，つまり，サービスすなわち契約という形態のもと
にいる場合，彼の雇用主が即決でその契約を終了させることができるのは次のようなとき
だ。それは，その就業者が根本的な契約不履行を犯しているとき，あるいは，少なくとも
理論的には，雇用関係の最初の段階で彼の能力が雇用条件にそぐわないとわかったときで
(29) Ibid. , pp.140-141. 
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ある。そうでないときには，当事者のどちらの側から契約を終了させるにしても，雇用契
約の最初の 6 カ月間については規制がある。(中略)一方，ある者が自営的就業者で，諸々
のサービスについての契約のもとで就業している場合，契約を終了しようとすれば，当事
者のどちらの側も他方の契約不履行のみに基づいて終了できる。もっとも，契約文書の中
に終了に関する特定の条項がある場合には話は別だ。これまで考えられてきたところでは，
いずれにせよこの点で，自営的就業者の場合にはその業務の質を監督し検査する力が経営
側からいくぶん削がれることになるということだ、った。だが実際には，雇用水準がどこで
も高いため，通常のかたちで雇用されている者を業務遂行上不満があるからといって解雇
することは，いつも簡単なことであるとは限らない。他方，下請負の形態でなされる業務
に関連して経営側が保持する留保金や，責任ある自営的就業者が健全な業務遂行能力があ
るとの評価を維持する必要性といったものは，自営的就業者による仕事を経営側にとって
確実に満足のゆくものとするための一助となっているように我々の目に映る。
(30) Ibid. , p. 141. 
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